
国県支出金
38 億 9,577 万円

15.8％

市債
52 億 833 万円

21.2％

地方交付税
32 億 3,341 万円

13.1％

譲与税・交付金
13億8,914万円　5.7％

財産収入
4億 732 万円　1.7％

寄附金
3億 8,706 万円　1.6％

その他　9億 2,153 万円　3.7％

自主財源
44.2%

依存財源
55.8%

繰越金　
7億 3,967 万円　3.0％

繰入金
15 億 9,462 万円   6.5％

22020.11.13 2020.11.1

市民税
28 億 8,762 万円

固定資産税
33 億 4,453 万円

軽自動車税
1億 4,225 万円

令和元年度

令和元年度は前年度に比べ、約 47 億 7,413 万円の増額とな
りました。
・ 地域振興基金の積立、斎場整備・し尿処理場整備の本格化などにより「市
債」が 37億 3,913 万円の増
・企業用地の売り払いなどにより「財産収入」が 3億 830 万円の増
・ふるさと寄附金の増額などにより「寄附金」が 2億 2,981 万円の増

会計区分 歳入 歳出
国民健康保険 59 億 6,514 万円 59 億 3,996 万円
後期高齢者医療 5億 9,513 万円 5億 9,510 万円
介護保険 42 億 736 万円 40 億 7,748 万円
楠木及び天野揚
水場管理 1,719 万円 1,495 万円

簡易水道等事業 1億 3,988 万円 1億 2,299 万円
下水道事業 14 億 2,055 万円 13 億 7,836 万円

会計区分 収入 支出
上水道事業
収益的 7億 26 万円 6億 2,271 万円

上水道事業
資本的 361 万円 3億 1,943 万円
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特別会計

一 般 会 計

公営企業会計

人件費
28 億 3,653 万円

12.0％

公債費
17 億 574 万円
7.2％

物件費
34 億 6,250 万円
14.6％

普通建設事業費
31 億 8,934 万円
13.5％

補助費等
28 億 4,858 万円

12.0％

繰出金
23 億 4,170 万円

9.9％

問 財務課
☎ 055-948-1414

市たばこ税
3億 3,754 万円

入湯税
9,203 万円

性質別

歳出 236億9,505 万円
490,794 円／市民一人当たり

歳入 245億 8,082 万円
509,141 円／市民一人当たり

合計 68 億 397 万円
市税の内訳

令和元年度は前年度に比べ、約 46 億 2,803 万円の増額とな
りました。
歳出を目的別に着目すると
・ 地域振興基金の積立などにより「総務費」が 28億 3,453 万円の増
・ 斎場整備・し尿処理場整備の本格化などにより「衛生費」が 12億 7,545 万円の増
・ 幼稚園・小学校の空調設備整備、長岡南小学校トイレ改修などにより「教
育費」が2億513 万円の増
・ 「その他」のうち、台風19号の被害対応により「災害復旧費」が2億1,441万円の増

地方公共　団体の中
心となる 会計で、
市政運営　の基本的
な経費を　計上。

合計 490,794 円※市民一人当たりの換算額
目的ごとの主な使い道

民生費 147,266 円

子育て支援、
高齢者福祉など

総務費 120,079 円

江間工業用地整備、
地域づくり推進など

商工費 10,304 円

商工業支援、
観光振興など

農林業費 9,033 円

農業・林業の
支援、振興など

消防費 18,663 円

消防、防災など

衛生費 60,715 円

保健衛生、
ごみ処理など

土木費 38,148 円

道路や公園の
整備など

教育費 43,389 円

教育施設整備、
スポーツ振興など

公債費 35,331 円

借入金の返済など

その他 7,866 円

・議会費
・労働費
・災害復旧費

など

特定の事業の歳入歳出を処理するために
設置される会計

地方公営企業法の適用を受
け、利用者からの料金など
によって公共の利益を目的
に経営する事業会計

その他
1 億 6,872 万円
0.7％

積立金
30 億 8,418 万円

13.0％

【自主財源】市税など、
市が自主的に得ること
のできる財源。自主財源
が多いほど行政活動の
自主性と安定性を確保
できます。

【依存財源】国や県など
から交付されたり、割り
当てられたりする財源

※ 歳入と歳出の差額
8 億 8,577 万 円 は、
令和 2 年度に繰り越
して財源とします。

扶助費
38億 3,264 万円
16.2％

災害復旧事業費
2億 2,512 万円　0.9％

民生費
71 億 987 万円
30.0％

　　　　教育費
20 億 9,478 万円

8.8％

　　　　　　　公債費
17 億 574 万円　7.2％

消防費　9億 101 万円　3.8％

土木費
18 億 4,176 万円　7.8％

その他　3億 7,976 万円　1.6％

総務費
57 億 9,731 万円

24.5％
衛生費
29 億 3,125 万円
12.4％

商工費　4億9,745万円　2.1％
農林業費　4億 3,612 万円　1.8％ 目的別


